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はじめに

多くの産業で IoT（Internet of Things）に

よる新たな価値創造がもたらされようとしてい

る。モノがインターネットを介してクラウドに

接続し，AI が最適化を行う。自動車産業におい

ても，「CASE（ケース）」の頭文字に表される

ように，つながるクルマ（Connected），自動

運転（Autonomous），シェアードモビリティ

（Shared），電動化（Electric）による次世代モ

ビリティへの大変革が起ころうとしている。

従来，こうした大変革では主要プレーヤーが

交代する「破壊的イノベーション」が想定され

てきた。既存企業が参入企業に駆逐されるとい

う現象である（Gans, 2016）。しかし，IoT 化

はモノと IT を融合するため，既存企業と参入

企業は，むしろ技術的には補完関係にある。す

なわち，モノの技術を有する既存企業と IT の

技術を有する参入企業は，お互いに協力するこ

とで新たな価値を創造することができる。

しかし，協力は容易ではない。なぜなら，自

動車産業における完成車メーカーのように，価

値配分のイニシアチブを握ってきた既存企業に

とって，巨大 IT 企業と協力することは，これ

までのイニシアチブを失うことにつながりかね
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ないからである。こうした巨大 IT 企業は，プ

ラットフォーマーとして次世代モビリティに関

するビッグデータを寡占する可能性が高い。そ

のため，とくに既存の有力企業は，価値創造と

配分をめぐるジレンマに直面する。その結果，

既存有力企業と巨大 IT 企業は，それぞれの仲

間づくりを行うことで，エコシステム間競争が

発生する。

本稿では，自動車産業における次世代モビリ

ティの事例を対象に，こうしたエコシステム間

競争の発生メカニズムとして「価値創造と配分

のジレンマ」に注目する。次に，完成車メー

カーと IT 企業を中心としたエコシステムを概

観し，そうしたエコシステム間競争の帰結，す

なわち一部のエコシステムは淘汰されるのか，

共存するのか，という問題について議論する。

Ⅰ コラボレーションの必要性

従来，自動車のコア技術は，エンジンやボ

ディが中心であった。しかし，IoT 化が進む次

世代モビリティにおいて，コア技術は大きく転

換する。CASE の中でも，自動運転車（Au-

tonomous Vehicle： AVと以下略）とシェアー

ドモビリティ（Shared Mobility：SM と以下

略）を対象に，筆者が行った米国特許分析で

は，AV／SM のコア技術は主に 3 つのカテゴ

リーに分類される（糸久，2018）。すなわち，

①「ハイスカイ（high sky）」，②「ロースカイ

（low sky）」，③「グラウンド（ground）」の技

術である1)（図 1）。「ハイスカイ」とは，産業

横断的な IT に関する技術である。具体的に

は，AI を含むコンピューティング，通信，課

金やマッチングといったビジネスモデルなどで

ある。こうした技術は自動車産業に特殊的では

なく，他産業にも広く使われる汎用性を有する

のが特徴である。「ロースカイ」とは，自動車

産業に特殊的な IT に関する技術である。具体

的には，クルマの位置制御やセンシングなどの

技術である。こうした技術は基本的には自動車

産業のみに使われることが多い。「グラウンド」

とは，クルマというモノに関する技術である。
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図1 AV/SMのコア技術

注：具体的な国際特許分類は，以下の通りである。ハイスカイ：G06F-03，G06F-17，G06K-

09，G06Q-10，G06Q-30，G06Q-50，H04L-29，H04W-04．ロースカイ：G01C-21，G01C-

22，G05D-01，G08G-01，グラウンド：B60W-30，B60W-40，B60W-50．

資料：糸久（2018）をもとに筆者作成。



具体的には，エンジン，ブレーキ，サスペン

ションなど，クルマのアクチュエータを制御す

る車載ソフトウェアで，とくにこうした制御を

協調的に行う技術である。

こうした AV/SM に関するコア技術は，完

成車メーカーと IT 企業が分散して保有してい

る。完成車メーカーはグラウンドとロースカイ

の技術を有している一方，IT 企業はロースカ

イとハイスカイの技術を有している。ロースカ

イの領域は，完成車メーカーも IT 企業も保有

する主戦場となっている。さしずめ，地上から

制空権を狙う完成車メーカー（トヨタ，GM，

フォードなど）と，上空から制空権を狙う IT

企業（Google，インテル，IBM など）の争い

と捉えることができる。

完成車メーカーと IT 企業は，相手が優位な

技術領域に進出することは容易ではない。ま

ず，完成車メーカーは IT 企業にハイスカイの

技術で対抗することは難しい。なぜなら，ハイ

スカイの技術は産業横断的だからである。コン

ピュータや通信，ビジネスモデルは，自動車産

業に特殊的ではない。Google やインテルなど

の IT 企業にとってみれば，クルマはあくまで

こうした技術を応用する端末のひとつに過ぎな

い。したがって，エレクトロニクス産業，コン

ピュータ産業など，広範な産業領域を射程とし

た技術であるために，完成車メーカーがこうし

た技術で対抗するには限界がある。一方，IT

企業にとっては，グラウンドの技術を構築する

ことは難しい。なぜなら，グラウンドの技術

は，バーチャル・シミュレーションだけで完結

するものではなく，試作車をつかった様々な実

物実験により，長い時間をかけて少しずつ構築

できる技術だからである。IT 企業がいまから

投資をして，完成車メーカーに追いつくことは

現実的ではない。実際，Google／ウェイモの

AVも，車両そのものは完成車メーカーから調

達している。

したがって，次世代モビリティを実現するた

めに，完成車メーカーと IT 企業は，お互いに

協力し合うことが成功への近道である。協力す

ることで，次世代モビリティのコアとなるグラ

ウンド，ロースカイ，ハイスカイの技術を揃え

ることができる。むろん巨大な完成車メーカー

や IT 企業であれば，1社ですべての技術を構

築できるかもしれない。しかし，変化の激しい

時代にはスピードが重視されるため，たとえ技

術構築できたとしてもビジネス好機を逃してし

まいかねない（Chesbrough, 2003）。したがっ

て，「誰と組むのか」ということが問題の焦点

となる。

Ⅱ 価値創造と配分のジレンマ

次世代モビリティが実現すれば，大きな価値

が創造される。シンクタンクの長期的なビジョ

ンでは，現在，全世界で 650兆円規模の自動車

関連市場は，2050 年には 1,500 兆円まで拡大

し，そのうち 900 兆円は次世代モビリティに

よって実現されると予測されている2)。アジア

とアフリカを中心とした人口増加と経済発展に

より，シェアードモビリティを中心とした移動

需要が喚起されるためである。さらに，ヒトと

モビリティをマッチングさせ，ビッグデータを

解析することで，観光，保険，不動産など，モ

ビリティを軸とした様々な周辺産業への波及効

果も期待されている。

このような次世代モビリティにおいて完成車

メーカーと巨大 IT 企業が対等に協力し合った

場合，価値配分のイニシアチブは，完成車メー
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カーから巨大 IT 企業に移行する可能性が高

い。なぜなら，ハイスカイの技術を有する IT

企業は，次世代モビリティエコシステムにおい

てもプラットフォーマーとなる可能性が高いか

らである。例えば，スマートフォンビジネスに

おいて，Google はアンドロイド OS を無償提供

することで，google play を通じた強固なプラッ

トフォームを構築している。すなわち，アンド

ロイド OS は無料のプラットフォームである

が，google play を経由して各種アプリやゲー

ムを開発する補完財企業とつながっており，ス

マートフォンユーザーが google play でアプリ

購入やゲームに課金をすると，そのうち約 30％

は手数料として Google の収益となる。巨大な

IT 企業が完成車メーカーと提携し，モジュ

ラー化された自動運転システム（AI）を完成

させれば，上記のアンドロイド OS と同じよう

に，価値配分のイニシアチブは IT 企業が握る

可能性が高い。

したがって，とくに既存の有力完成車メー

カーは，巨大な IT 企業と協力することを拒む

傾向にある。むろん技術的な補完性を考えれ

ば，両者は協力した方が望ましい。しかし，次

世代モビリティによって新たな価値が創造でき

るとしても，価値配分のイニシアチブが変わる

ことは，完成車メーカーにとっては望ましくな

い状況である。なぜなら，裾野の広い自動車産

業において，川上のサプライヤーから川下の

ディーラーに至るまでのサプライチェーンにお

いて，中心的な役割を果たしてきたのは完成車

メーカーだからである（Jacobides, MacDuffie

and Tae, 2016）。

本稿では，こうした状況を「価値創造と配分

のジレンマ」と定義する。すなわち，価値創造

のためにはお互いに協力した方が全体のパイは

大きくなるが，価値配分のパワーバランスが変

化するために，結果的に協力が成立しない，と

いうジレンマである。IoT 化においては，こう

した価値創造と配分のジレンマがつきものであ

る。したがって，既存企業は，価値配分に関す

るパワーバランスの変化を受け入れて，新たな

価値を実現するのか，あるいは自らのコント

ロールが及ぶようにスタートアップ企業を買収

したり，資本提携したりするなど，戦略的な判

断が求められる。むろん完成車メーカーが内部

化を選択し，グローバル競争の後塵を拝せば，

いわゆる「ガラパゴス化」してしまうだろう。

いずれにせよ，IoT 化が進む次世代モビリティ

において既存有力企業と巨大参入企業の強者連

合は成立しにくい3)。

Ⅲ 次世代モビリティエコシステム

完成車メーカーと IT 企業の間の強者連合が

成立しにくいならば，それぞれの有力企業は，

自分たちがコントロールしやすい相手をパート

ナーとして選択する。完成車メーカーは，巨大

IT企業との協力を選択するのではなく，よりコ

ントールしやすい JV（ジョイントベンチャー）

の形を選択したり，スタートアップ企業を囲い

込んだりするだろう。一方，巨大 IT 企業に

とっては，有力な完成車メーカーと組むことは

むしろ望ましいことである。しかし，有力な完

成車メーカーは，価値創造と配分のジレンマに

直面するために，巨大 IT 企業と協力したがら

ない。したがって，巨大 IT 企業は，結果的に

は中堅どころの完成車メーカーと協力すること

となる。なぜなら，中堅完成車メーカーは，経

営資源が限られているために，有力完成車メー

カーと次世代モビリティで争うことは困難だか
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らである。したがって，巨大 IT 企業と中堅完

成車メーカーの協力関係は成立しやすい。

実際，次世代モビリティを見据えたエコシス

テムでは，有力完成車メーカーと巨大 IT 企業

を中心に，大きくは 5 つのグループが存在す

る。① Google，② GM，③トヨタ，④ドイツ

勢-インテル，⑤百度を中心とするエコシステ

ムである。以下では簡単にそれぞれのエコシス

テムの特徴について概観する。

Google は中堅完成車メーカーとエコシステ

ムを形成している。具体的には，FCA，ジャ

ガーに加えて，ルノー日産とも提携を結んでい

る。FCA とルノー日産は，企業規模でいえば

有力完成車メーカーであるが，AV/SMに関す

る米国特許数では，トヨタ，GM，フォードな

どには及ばない。彼らの基本的な戦略は，自分

たちはクルマビジネスに集中し，自動運転シス

テムは Google に任せることである。Google は

グーグルマップと完成車メーカーの車体を使

い，ウェイモがバーチャル／リアルの実験を繰

り返し，自動運転システムの継続的な改善を

行っている。

GMはクルーズを傘下に収めることでエコシ

ステムを形成している。クルーズは米国サンフ

ランシスコを拠点して 2013年 10月に成立され

た，AV を手掛けるスタートアップ企業であ

る。2018 年 5 月にはソフトバンクから 22 憶

5,000万ドル，同年 10月にはホンダから 27.5

憶ドルの資金調達を行い，有力な完成車メー

カーである GM とホンダが，クルーズという

新興 IT 企業を媒介して協力している。

トヨタは 2015 年にシリコンバレーを拠点と

する TRI（Toyota Research Institute），およ

び 2018 年に東京を拠点とするTRI-AD（TRI-

Advanced Development）を別組織として設立

することにより，内部でAV技術の開発を行っ

ている。TRI は MIT（マサチューセッツ工科

大学），スタンフォード大学，ミシガン大学と

いった米国の大学とも協力している。SMに関

しては，米国の Uber，東南アジア大手のGrab，

中国の DiDi などに出資し，ソフトバンクとも

MONET を JVとして設立している。また，近

年は AV に関しても，中国ユニコーンスター

トアップの Pony.AI との協業や名古屋大学発

ベンチャーのティアフォーへの出資を発表して

いる。

BMW，ダイムラー，ボッシュ，コンチネン

タルといったドイツ勢は，メリハリをつけた提

携を行うことでエコシステムを形成している。

完成車メーカーはクルマそのもののブランド価

値を追求しつつ，メガサプライヤーの技術力に

も頼っている。ただし，3Dマップに関しては

BMW，ダイムラー，アウディは共同でノキア

の地図部門を買収して HERE を立ち上げ，

HERE とモービルアイ（インテル）は地図分野

で提携することを発表している。また，SMに

関しては，BMW の ReachNow とダイムラー

の Car2Go を統合し，ShareNowとして展開し

ている。BMWはモービルアイ（インテル）と

も画像認識の領域で提携している。

上記のエコシステムとはやや異なる動きをし

ているのが百度である。中国政府の「次世代

AI 発展計画」により，自動運転分野は百度の

「アポロ計画」が一手に担っている。すなわち，

百度は政府の権威によって指名された走行デー

タの独占企業である。したがって，中国で次世

代モビリティビジネスを展開するためには，百

度のアポロ計画に加わらなければならない。そ

のため，トヨタ，VW，フォード，現代など多

くの完成車メーカーの他に，マイクロソフト，
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NVIDIA などの IT企業も参加している。

以上のように，有力な完成車メーカーおよび

巨大 IT 企業は，それぞれのエコシステムを形

成している。むろん現在は実際のビジネスが展

開される前の段階である。しかし，ひとたび次

世代モビリティの社会実装が現実化すれば，

SMのプラットフォームを中心に，エコシステ

ム間競争が発生すると考えられる。

Ⅳ エコシステムの淘汰と共存

エコシステム間競争が発生する場合，一部の

エコシステムが淘汰されるか，あるいは共存す

るのかは大きな関心事である。次世代モビリ

ティの展望はまだ先行き不透明であるが，現段

階の情報と理論的考察をもとに議論する。

それぞれの次世代モビリティエコシステムの

潜在力を占う上で，AVに関する実力がどの程

度かはひとつの重要な指標となりうる。なぜな

らば，AVが実装されることで SMのビジネス

モデルが成立するからである。むろん Uber や

リフトなどのように，有人運転でも SM を実

現することは可能である。しかし，これが無人

化することで移動コストが低下し，所有から

サービス消費への転換が加速する。すなわち，

AVと SMはセットで社会実装されることで，

指数関数的な成長を遂げることができる。

各企業は社内のテストコースや様々な都市で

AVの実証実験を開始しているが，広く公開さ

れた実証実験に関するオープンデータのひとつ

は，カリフォルニア州 DMV（Department of

Motor Vehicle: 車両管理局）の走行実験データ

である。カリフォルニア州では，2014 年 9 月

からドライバー同乗を条件とした公道での実証

実験を，登録制により許可している。図 2は

各社の最新の実験結果をまとめたものである。
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図2 2018年時点における自動運転車の累積走行距離およびMPD

注：特に記載がない限り，累積走行距離は 2018 年までのデータ，MPD は 2018 年のデータを用いている。ただし，

ボッシュと Valeo は 2017 年までのデータ，フォードとテスラは 2016年までのデータ，VWは 2015 年のみのデー

タを用いている。

資料：State of California DMV“Autonomous Vehicle Disengagement Reports 2015-2018”を参照して，筆者作成。



横軸は累積走行距離（マイル）で，カリフォル

ニア州における自動運転車の走行実験におい

て，カリフォルニア州にて許可された年から

2018 年末までに累積で走った距離（マイル）

を対数で示している。各社の実験に使用するク

ルマの数は異なるので，企業ごとに大きな差が

出ている。一方，縦軸は 2018 年における

MPD（Miles per disengagement）と呼ばれる

指標を対数で示したものである。MPDとは，

自動運転解除（disengagement）が 1回発生す

るのにかかる距離（マイル）を表す。自動運転

システムが判断できないような状況が発生すれ

ば自動運転モードを解除しなくてはならないた

め，MPDとはすなわち，自動運転モードを解

除せずにどれだけ走り続けられるかということ

を意味する。こちらも各社ごとの差は大きい。

テスト条件は各社ごとに異なるため，単純な比

較は難しいものの，図 2 の右上にある企業ほ

ど，カリフォルニア州で多くの実証実験を行っ

ており，かつAVの性能が高いことを意味する。

図 2 から判断できることは，第一に累積走行

距離と MPD は正の比例関係にあることであ

る。すなわち，実証実験を行えば行うほど，

AVの性能は改善される。これは自動運転シス

テムのコアがAI であるために，単純に多くの

ビッグデータで強化学習を行うほど改善される

という関係を表している。また，その関係は，

実証実験における累積走行距離が倍になれば，

MPD も倍になるという関係である。すなわ

ち，自動運転システムの性能は，先行者優位が

強く働く。ただし注意しておきたいのは，ス

タートアップ企業の多くは，AI のみを開発し，

実験車両は既存の完成車メーカーのものを改造

して利用している点である。例えば，Zooxは

トヨタ車4)を，WeRide はルノー日産から協力

を得ている5)。

こうしたカリフォルニア州における実証実験

において他者を大きくリードしているのが

Google／ウェイモである。同社は 2018 年末まで

に累積 266万マイルを走行し，MPDは 11,000

マイル（約 18,000キロ）となっている。むろん

道路環境は異なるが，単純な距離でいえば，札

幌から福岡を 5 往復しても，一度も自動運転

モードを解除することなしに走行できるほどで

ある

こうした実証実験の結果は，次世代モビリ

ティのエコシステム間競争の結果を占う上で，

①アーキテクチャ戦略，②非市場戦略の重要性

を示唆する。まず①に関して，クルマと自動運

転システムの相互依存関係がモジュラー的であ

れば，Google エコシステムが覇権を握る可能

性が高い。モジュラー的であるとは，標準イン

ターフェースの設計ルールさえ守っていれば，

どの完成車メーカーが生産する車両にも，

Google の自動運転システムを実装することが

できるという設計思想を意味する。Google の

自動運転システムが性能的に少しでも優れてい

て，かつモジュラー的であるならば，顧客の視

点からは Google の自動運転システムを選択す

る。なぜなら，ソフトウェアはコピーできるた

めに追加的な生産コストがかからず，またイン

ターネットでダウンロードできることから物流

費がかからず，ベストなものが選択されるとい

う特徴を有しているからである。そのため，わ

ずかな性能差でも圧倒的なシェアの差につなが

るという「勝者総取り（winner-take-all）」と

なる（Lint and Pennings, 2003; van de Kaa et

al., 2014）。まして，自動運転システムの性能は

安全にかかわる重要な機能であるために，こう

した傾向はより一層強く働くであろう。一方，
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クルマと自動運転システムの相互依存関係がイ

ンテグラル的であれば，各エコシステムは共存

する可能性が高い。スマートフォンにおける

iOS と iPhone の関係のように，モノと最適設

計されたソフトウェアの組み合わせによって高

いパフォーマンスを発揮できるのであれば，自

動運転システムの性能差だけが問題になるので

はない。全体としての AV のインテグリティ

が競争優位の源泉となる。クルマの生産には追

加コストも物流費もかかわるために，勝者総取

りにはならない。そのため，エコシステムは共

存する可能性が高い。

次に②に関して，エコシステム間競争は上記

のような競争戦略の枠組だけでなく，政府や地

方行政との関係によって決まる要素も大きい。

すなわち，行政との協力やロビー活動などの

「非市場戦略」の巧拙が大きな影響を与える。

カリフォルニア州 DMVの実証実験の結果が示

すように，AVの性能が累積走行距離に依存す

るのであれば，政府や地方行政と協力して，い

ち早く公道での実証実験をスタートさせた方が

有利である。カリフォルニア州と Google の関

係，中国政府と百度の関係も，こうした非市場

戦略によるところが大きい。ある地域で先行的

に実証実験を行えば，その分，自動走行システ

ムのAI を改善することができる。パーソナル

モビリティだけでなく，物流や公共交通も含め

て，ビジネス展開することが寡占的な先行者優

位につながる。

結語

Society5.0 のビジョンに向けて，IoT 化によ

り多くの産業で新たな価値が創造される。その

際，大きな関心事のひとつとは，産業構造がど

のように変化するかである。技術的な観点から

は，既存企業と IT 企業は協力することが望ま

しい。しかし，価値配分のイニシアチブが，プ

ラットフォーマーとしての IT 企業側に移って

しまう可能性が高い。したがって，自動車産業

における完成車メーカーのように，従来の価値

配分のイニシアチブを握ってきた既存の有力企

業は，「価値創造と配分のジレンマ」に直面す

る。そのため，IoT 化が進む次世代モビリティ

においては，強者同士の協力関係は成立しにく

く，有力完成車メーカーと巨大 IT 企業は，そ

れぞれの独自のエコシステムを形成する。そし

て，こうした複数のエコシステムは淘汰される

のか，あるいは共存するのかは，アーキテク

チャ戦略と非市場戦略にかかっていることを議

論した。以上が本稿の論点である。

むろん次世代モビリティに関する動きが目ま

ぐるしいために，予期しない展開が発生する可

能性も十分に想定できる。こうした可能性の中

でも，本稿で十分に検討していないのは，

AV/SM のために，EV をベースとしたまった

く新しい車両のコンセプトを提案するスタート

アップの存在である。AV はソフトウェアに

よって制御されるために，内燃機関よりもモー

タとの相性が良い。しかし，既存の完成車メー

カーが EVに転換しようと思った場合，部品点

数が少なくなり，かつモジュール供給できるた

めに，完成車工場の組立工の雇用は減少せざる

を得ない。したがって，労働組合との関係か

ら，EVの生産に切り替えることは容易ではな

い。こうした点で，テスラや Zooxといった新

興の EVメーカーには大きな優位性がある。今

後はこうしたプレーヤーがどこのエコシステム

に加わるのか，あるいは破壊的イノベーター

（disruptive innovator）として有力完成車メー
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カーにチャレンジするのか注視が必要である。

［注］

1）ハイスカイ，ロースカイ，グラウンドという呼称および分

類は，MacDuffie and Fujimoto(2018)によって提唱されてい

る。本稿では，MacDuffie and Fujimoto(2018)の分類を用い

て，糸久（2018）の特許分析の結果を整理した。

2）三菱総合研究所「MaaS の未来：三菱総研が描く 2030年代

のモビリティビジョン」の HPを参照。

3）こうした状況は，行動ゲーム理論の「鹿狩りゲーム」に

よっても説明できる（糸久，2020）

4）State of California DMV“Autonomous Vehicle Disengage-

ment Reports 2018”参照。

5）WeRide の HP（https://www.weride.ai/）参照。
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